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1論文】
農村地域の持続性確保のための公共における
経営資源の再配分に関する研究
佐 藤 伸 寿亀
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1.はじめに
本研究は,地域生活に必要な様々な公共サー ビスに対 して定常的に消費されている経営資源(事
業の執行に要するすべてのコス トを総称して本稿では 『公共経営資源』と定義)を もう一度見直
し,配分可能な事業を農村地域の運営主体へ委託する費用によって地域経済を刺激 し,地域の持
続性を確保できないかとい う問題意識を背景としている.
i)地域経済を取り巻 く環境の整理
2008年か ら2009年にかけての急激な繍
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要を満たしながら共存 してきた地元商店街等に深刻なダメ■一一ジを与えた(第1図).
また,一 時期地方公共団体が工業団地を造成 し,積極的に誘致を促した大規模生産工場も,市
場の縮小に対応すべく,労働(生 産)時 間の短縮やレイオフを進めている.少子高齢化による農
村地域の疲弊については説明するまでもないだろう.
このように官 ・民,加 えて地域住民 といった地域社会のアクター全てが財政 ・経済的に萎縮 し
た状態にある.例 えば,行 政が地域住民に対 して何 らかの 「公共事業」によって事業費を支払っ
た としても,それは元請けたる首都圏資本によって直ちに中央に吸い上げられてしまうか,一一時
的に住民の手に渡っても,大規模ショッピングセンター等を通じて速やかに地方経済の枠内から
吸い上げられ,流 出しているものと考えられる.
2)地域経済維持のための新 しい構図の必要性
行政にはもはや充分に景気を刺激するだけの資金も無く,消費者にも購買力が無い という状況
にある現在,従 来のようないずれかの経済主体が市場にカネを供給 し,それを循環 させることで
景気の浮揚 ・地域経済の活性化を図るのは困難な状況にある.しかしながら一方では,何 らかの
形でカネが供給され,各 アクター問を循環 していかなければ,地域社会の維持は成 し得ない.こ
のような背景から,従来各アクター問で 「定常的」に消費されている行政サー ビスにかかる費用
などの資源の見直しと,その再配分とい う新たな構図が必要と考えられる.地域社会には,生活
全般に関わるサービスの提供を行っている地方自治体,農 業関連ではJAや土地改良区等々,公
共的性格の事業を有 している団体が多数存在 している.これらが有する地域に特化 した事業等々
は,各 団体が事務所で集中管理を行なうより,事業が実施 されている地区の市民が事業の管理を
行なった方が,危機管理,コ ス ト面において事業の性能面の向上が期待できる.事実,土地改良
区が行 う用排水路設置工事では,工事に伴 う浸出水の排水ポンプ管理を付近住民に依頼 した り,
排水機場の運転業務は設置地区の住民へ委託 した りしているケースが多く見受けられている.以
上か ら,従来主体にかわって地域住民がその事業を管理 し,サービスを提供する形態(市民管理
型〉による方が,諸問題を容易に解決できる上,事 業目的をも容易に達成 しやすいことが予想さ
れる.こ れが本稿において検証しようとする仮説である.
既存研究では,上 記内容の実現手段 として指定管理者制度による民間受託の際の契約,競 争原
理の導入によるコス ト面についての報告は行われている.しかしながら,制度や手法に限った内
容のみであ り,住民主導(主働)に よって地域の継続性を得るために必用な,権 限と予算を市民
側に移管する 『市民管理型事業の可能性』に類する実験データや報告事例は見当たらない.地方
自治体の大半が行政改革 ・組織改革の方法論を,競争原理に依っていることを思えばこれも当然
であると言える.以 下,本稿第2章 では,地 方自治体が所管する公的サービス事業,公 的施設運
営を 「民」によって運営が可能となる指定管理者制度について概観する.当該制度下において実
施された既存研究の様々な問題点整理を行なう.第3章 では,市民生活 とかかわりが深い一般廃
棄物の処理業務を題材とし,市民側に同業を受託する能力はあるのか,ま た,従来型に比べてコ
ス ト的に見合 うものであるかについて検証を行なう.さらには,市民側の事業に対する理解や改
善行動が,同事業に対してどのように作用 したかについて実例を用いて提示 し,農村地域という
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狭域だからこそ発生する各種メリットを提示する.第4章 では,市民管理型への準備段階として,
行政内部で必要となる事業整理と簡素化のための実験結果から,事業の再構築によって発生 した
各種のメリッ トや,市 内への還流額の推計値等を提示 し,行政事業の再構築によって,地域への
資源再配分が十分に可能であることを確認する.最終章では,各章における検証結果から,市民
管理型事業への移行によって発生するメリットによってどの程度の資源を地域へ再配分が可能で
あるかについての考察を加えるものとする.
2.地 方 自治体における官民協働事例
1)官民協働に関する既存研究
従来の地方自治体は,事業計画と実施内容,事後評価とそれに基づ く次期計画へのノウハウの
フィー ドバック(PDCAサイクル)による事業最適化の確立が急がれる一方,当該事業を 「評価」
し,そ の結果によって事業の取捨選択を行なう試みが見 られている(註1).地方 自治体が公の
組織である以上,評 価指標には事業の経済的な効率のみならず,「民意」も反映される必要があ
る,しか し,菅原[9]が問題視するように,地 方自治体の所掌する事業に対す る民意は,そ の
事業内容と住民組織 との関係に応じて異なる特性をもって自治体へ と伝達される場合がある.例
えば,道 路整備要望は必ずしも住民の総意(住 民の民意)で はなく農業集落をルーツとする地域
住民組織の中で,個 々の住民の民意が変容 ・統合した 「地域の民意」であるとしている(註2).
以上のように,地方 自治体の財政問題には,未だ解決できない課題が数多く残されている.
このような困難な状況にあって,近 年では,地方自治体財政における最大級のコス ト要因で
ある 「正職員の人件費」を可能な限 り削減する目的で自治体業務の外部化が活発化 した(註3).
2003年には,地 方自治法の一部を改正する法律が施行され,そ の中に指定管理者制度が導入さ
れた.当 該制度の導入によって,民間事業者による 「公の施設」(レクリエーシ ョン ・スポーツ
施設,文化施設,社会福祉施設等)の管理への参入障壁が低 くなった(下 田[8]).小島・桧森[5]
も 「指定管理者制度の目的のひとつがコス ト削減にあることは間違いない」と述べている(註4).
新川[6]は,指 定管理者制度の制定,実施,新 たな協定への模索の流れは,自 治体以外にも
公権力行使にかかわる 「新 しい公共」あるいは 「新たなる公」と呼ばれる主体が登揚 し,地域社
会の担い手の再構築を探る動きとも密接に関係 していると指摘している(註5).政府部門によっ
て自己保存的に設けられた擬似マーケットの民間開放,市 場競争を挺子 とする経済発展 とい う意
図を超えて,今井[2]が予測したように自治体行政(業務)が 「市場化」するのではなく 「社会化」
するとい う様相 も呈していると考えられる(註6).
しかし,これらの取 り組みに関しては,十分な注意とバランス感覚が必要であることを忘れて
はな らない.神 野[1]が指摘するように,公 共セクターへの過剰な競争原理の導入は,社 会シ
ステムの縮小へと直結し,格差社会を更に加速させる危険性も孕んでいる.地域社会において住
民同士の関わ りが希薄化 し,セーフティーネ ット機能が低下している背景には,市場システムの
拡大と競争の定着による敵対的人間関係が強く作用していると指摘 している(註7).
また,指 定管理者制度に係る多くの既存研究が指摘するように,公権力の拡散 という側面も有
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す る行政事業 のア ウ トソーシ ングにおいて は,緻 密 な契約の作成 と,そ のための人材育成 さら
にはそれ を監視す る中立第三者の設定 のよ うに,地 方 自治体 に も地域社会にも追加的かつ 困難 な
r仕組 みづ く り」が要求 されてい る.
しか し,契 約 の相手が ほかな らぬ地域住民組織 である場合,主 体的 に取 り組む ことが可能 とな
る人材,構 築 困難 と思われが ちな監視 システムについては,地 域社会 内に類似 した システムが残
存 してい る.次 章 では,こ の類 似システム と地方 自治体 とのかかわ り,そ してそれ らを利用 した
新 しい官民協働 のあ り方を提示す る,
註:1)例えば,伊 藤[3]には 「昭和45年頃か ら財政難を契機に事務事業見直 し運動などが各地で実施 さ
れてきた」 とあり,正確には財政問題が現在当面する課題ではなく,地方自治体が連綿 と当面し続け
・てきた課題であることを示 している.事業評価の研究では,首長 ・部長級からの トップダウンと担当
者か らのボ トムアップを組み合わせて事業の重複を統合化するリストラクチャリングに,役場組織 と
しての事業実施に係る 「任意性」という指標を組み込んだ現実的なもの登場した(大 崎[7]).
2)菅原[9]の研究対象地域が,集落内の住居同士が離れている散居集落の形態であったため,道路整
備が住民 ・役場 ・議員 ・首長など地域社会のアクター共通の関心事 となる,このため,道路整備要望
は当地域に特有で,か つ極めて自然に個々の住民に発生する要望 と見られていた.し かし,菅原[9]
の詳細な調査により,道路整備要望が必ずしも地域住民の民意の総体ではないことが示された.
3)今井[2]は,「自治体を含めて,行政のアウ トソーシングにつながるいわゆる 「官民役割分担論」に
は,伝 統的にふたつの考え方があった.ひ とつは公共経済学的な公共財論であり,も うひとつは行政
法学的な公権力論である.(中略)し かし公共財論も公権力論も,実際に自治体行政のアウトソーシン
グの推進力となったわけではない.実 際に推進力になったのは効率化論である.効 率化論の中でもコ
ス ト論であ り,コス トの中でも大きな比重を占める人件費対策,す なわち 「正職員」の削減という動
機が自治体行政のアウトソーシングを進めてきた.」としている.
4)小島 ・桧森[4]では,指 定管理者制度の本質は 「自治体と指定管理者 となった団体 との間に締結 さ
れる 「協定」がもたらす緊張関係」小島 ・桧森[5]ではこれを 「契約 とモニタリングがもたらす統制
(ガバナンス)」)としている.その上で,指定管理者となりうる業者選定の方法や,制 度の運用方法に
ついて言及している.そ の中で,こ の制度の最大の課題 として,自治体側の都合,具体的にはより大
きなコス ト削減への圧力により,指定管理料を自治体側から一方的に減額されるといった,本来協定
(契約)に よって並行に保たれるべき自治体と指定管理者 との関係が,と もすれば自治体優位となって
しまう点を挙げている,
5)新川[6]は 「地域の集会施設や公民館の一部で行われているように,地縁団体を指定管理者とする
場合には,住民 自身が利用者でありまた管理者であるという 「新しい公共」の状況が生まれ,公共サー
ビスの提供を住民との協働で組み替えていく新しいガバナンスが登場 している.」とし,「指定管理者
制度は,新 しい地域ガバナンスが住民自治を基礎としつつ形成 されていく中で,官 製ではない 「新し
い公共」を生み出していく仕組みだと積極的に捉えることができる.も ちろん消極的には,行 政主導
による合理化効率化や住民負担の拡大であり,自治体の責任放棄あるいは住民切捨てになる.」と述べ
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ている,
6)「社会化」の概念は,今井[2〕によれば,市場化に対置する概念であって,自治体公権力の縮減,
アウトソーシングした業務に対する社会的な規制,オンブズマン制度のような多様なモニタリング制
度によって自治体行政業務のアウトソー シングを実施していくことを指す.
7)神野[1]によれば,新自由主義の 「小さな政府」は,市場経済の競争原理をあらゆる部分に導入す
ることによって経済システムの拡張と政治システムの縮小を主張した.しかしそれは,競争による敵
対的人間関係を刺激したため,社会システムにおける 「連帯と相互扶助1という協力原理を切り崩し
ていることを指摘している.
3.地 域住 民による協働事 業受託の可能性 について
本章では,市民 と関わ りの深い一般廃棄物処理事業を題材 とし(註1),市民側に同業を受託
する能力はあるのか,ま たその能力があるとすれば,従 来型に比べてコス ト的に見合ものか とい
う点にについて検証を行なう.さらに市民側の同事業に対する理解や改善行動が,ど のように作
用 したかについて実例を用いて提示し,農村地域 とい う狭域だからこそ発生す る昏種メリットを
提示する.
宮城県N町 では,一般廃棄物のうち可燃物の増加抑止と,分別による資源物の増加を目的 とし
た 『ごみ集積所コンクール』を平成16年度に実施 した.同 事業では,集積所利用状況の第三者
による評価結果(註2)を 一般開示(註3)し て相互監視機能を活性させ,同 時に地区担当の衛
生委員に対 して大幅な権限委譲を行ない,地域問題の地域内処理が行なえるような環境整備も併
せて実施 している.
1)廃棄物行政に係る市民と行政の責任分担とその現状
一般廃棄物に関しては,排出者である市民(各 家庭)の 役割,収 集運搬から処分までの責任者
である市町村の役割分担が法律(廃棄物の処理及び清掃に関する法律(以 下 『廃清法』))によっ
て明文化 されている.こ の中で市民の役割 とは,家庭で発生するごみのうち,生活環境の保全上
支障がない方法で容易に処分が可能なもの(例 えば生ごみの堆肥化処理等)に ついては,な るべ
く自ら処分するように努め,自 ら処分しない(不 可能な)も のを市町村の分別方法に従って,収
集運搬及び処分に協力 しなければならないことを定めている(註4).しかし現状は,焼 却処分
には不向きな生ごみ,リ サイクル可能なはずの紙類等が組成の大半を占めている.平成16年当
時の可燃物組成調査結果では,水分が(生ごみ)44%,紙類が25%で合計69%を占めた(註5).
同年度N町 の一般廃棄物処分関係費用の決算値が1億385万円であったことから,単純計算で
約7,166万円が地域経済主体のどのアクターをも刺激することなく消えたとこととなる.
このような現状に対し,環境省では 『市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処
理システムの指針』を策定し,事業コス ト分析手法や,有 料化の進め方などの手引きを公表して
いる.し かしその内容は,増大する事業費用を市民に求める(有料化)も のであり,従来手法の
根本的見直 し等には触れ られていない(註6).
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2)相互監視機能と分権を基本とした社会実験の結果
以下に紹介する実験は,地域の相互監視機能や相互扶助機能を活性させ,可燃物の減少 とリサ
イクル推進の徹底を目的として実施 したN町 のごみ集積所コンクールの実施結果である.実験
では,15戸～50戸程度に1箇所設置されている 『ごみ集積所』の利用状況を第三者に採点を行
なってもらい,そ の評価状況を利用者へ直接フィー ドバックしたものである.委託収集事業者に
よる通年採点,夏 休み中の町内全小 ・中学生による採点,実 行委員会委員による採点,衛生委員
による採点を行ない,こ の情報は行政広報等によってすべての地区の状況が公表された.これに
より,利用 している集落内に相互監視機能が作用し,集積所利用に秩序が生まれた,ま た発表と
同時に担当する衛生委員に権限を与え,各集積所に施錠をする等の運営面に関するあらゆる事項
については委員の裁量に委ねた,これ らの活動は4月から翌3月 まで継続的に実施し,広報によ
る情報掲載も毎月行なった,
結果 を概括す ると,可燃物については目標値である2,976t(註7)を14.25t下回 り,経費
推計で前年度を約142万円下回ったほか,資源化物については前年度値を約801t,経費換算で
160万円上回る,合計302万円の事業経費節減に成功 している.
また実験では,市民が当該事業に対する理解の上昇を示す 「各集積所の評価点数」の上昇が見
られた月以降から,可燃物の値が目標値を下回り,資源化物は増加する傾向が見られやすいこと
が第2図 からも読み取れる.
3)現場が権限を持つメリッ トについて
行政主導で行な う場合,151ヶ所に及ぶごみ集積所を担当職員1人 で管理することは物理的に
不可能である.よ り現場に近い衛生委員に対して,一定の権限を与えなければ上手く機能 しない
ことが実験中にも数度発生している,N町 では前年度(平 成15年)の夏に大震災に見舞iわれた
ため,当時は家屋の解体,改築,新築などが盛んに行なわれてお り,ごみ集積所は家屋の整理に伴っ
て発生する不要家財の排出場所にもなっていた.これに便乗 して他町から集積所への不法投棄が
増え始めたため,警 察と衛生委員による巡回を強化し,取 り締まるなどの措置が必要であった.
衛生委員 は担当す る地 「'm}一 『『 一 『 『一一}『一『一}一一i
区住民の中か ら灘 さkg…+実 績+購+評 点平均値+酬 ヒ物醐
れ て い る ので大 部 分 が350'OOO}二1…1
顔見知 りであることか3脚 諫 燕 繭 撚 一 ,_鮒leT一 蒲
野 鷺 二娘:::::::n嘉で誌 一}職1露 藻 睾;7響
お い て も 熱 心 に 住 尉 旨,5。 ,。。 'es・ ・sal 　
導 に あ た っ た 衛 生 委 員,。 。
r。。8e・ ・6・!:・!i1・29・
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ら,影 響 力 の あ る 市 民04月5月6月7月8月g月1。 月 、1月12月 、月2月3月
が 事 業 管 理 者 側 に 回 る 第2図 平 成16年 度 ごみ 減 量 目標 値 と実 績 植
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ことの効果を実感 させられる結果が得 られている(第2図).
平成14年度か ら16年度までの一般廃棄物処理量 と資源化物の量の推移は第3図 のとお りで
ある.16年度はコンクール の効果 もあり,3,500
一般 廃棄物 は204tの減 少,資 源化物 は3'ooo
2,500
801tの増量 とい う理想的な結果 となってい2 ,000
る.こ れ は,集 積所 の利 用状況 を広報 した1,500
こ とによる地域内の 『相互 監視作用 の活性 』1・oeo
500
と,権 限 を委譲 した衛 生委員 が各担当地 区 む
において分別 の徹底を呼びかけた 『分権』14年 度15年 度16年 度
が成功要因であることは言うまでもない.第3図 コンクールに伴う可燃物と資源物の推移
第1表 にまとめた とお りN町 は平成15
年度の大震災によって=甚大な被害を受けた 第1表 罹災町村の可燃物処理推移
が,平成 ・4年を基準とした場合羅 災の翌N町14論15叢16糠2
年度(16年)に 一般廃棄物の値が,14年Y町8,01610,1829,426
K町379447874587値 を下回
ったのはN町 のみである.実際
同 じような被害を受けた2つ の町 との比較
を しても,よ り震源に近いはずのN町 が可燃物に関 しては震災の影響をほとんど受けなかった
ことが理解できるであろう.これは罹災年(15年)から,地区衛生委員への大幅な権限移譲によっ
て地域における相互監視機能,衛 生委員を頂点とした地区内の相互扶助機能が早くから市民の中
に浸透 していた結果であるといえる.
4>事業実施による潜在資源の確認
平成16年度のN町 決算書から,廃
棄物処理に関する項目(註8)は第2-一
表 の とお り,歳 出分 として1億385万1廃 処 理 関係予 算78、763,t36
円,歳入分として約4・3万円(資源化 謎 鑑驕 短 墾処分関野 算21:ll;:lll
物 売払金)の 合計1億798万 円の存在 口言107,982,759
が確 認でき る.
さ らには実験結果 か ら,分 権 による 第3表 一般廃棄物処理コス トの前年度比較
衛生委員の繍 こおける指轍 イヒー 一
と・評価 欄 の餓 に よる地域 内の相 焼却費用Xl62。 .2574135,。6225,963,4"
互監 視機能の活性 のみで表3表 のよ う 再生費用2,9620257411,6721・2381116
計 一 一 一 一27201,527
に対前 年 度比較 で 可燃 物約715万 円,
資源物約134万 円の合計849万 円のコス ト差 が存在 してい ることを確認 した.
このほ かに も改善に よる可能性 として可燃物(2,962t)の中に25%程 度含 まれ る紙類 の リサ
イ クルに よって,焼 却処分にかかる額2,596万円,こ れを売却 した場合の額124万 円,合計2,720
万 円の存在 も確 認できる(第4表).
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事業の捉え方や,手法の選択によっ 第4表 可燃物に含まれる紙類のリサイクルによる潜在資源
欝響難雛ll-「擁
焼却費用2,9620.2574135,06225,963,411
る.再 生 用2,9620257411,6721,238,116
計 一 一 一 一27,20t5275)狭小地域 における
コス ト特性 につ
いて
では廃棄i物処 理関係 の中か ら,市 民委託への可能性が最 も高い収集運搬業務 につ いて,狭 小地
域 において もコス ト面で の効率性が確保 でき,さ らには地域住民 がそれ を担 うこ とが可能であ る
か につ いての検証 を行な う.
第5表 の ように,従 来 の行政主導方式 での収 第5表 実績額と地区委託の費用差(単 位:円)
集運搬業務(業者委託)腰し欄(実纐 一
は平成16年度決算値で約1,900万円であった.
しか し,これ を地域委託 とした場合,1日当たりの可燃物排出数量から2t車10台(1往復)
で足 りる試算が成立していることから(註9),地区への委託 とする揚合には,約5分 の1の 費
用で委託が可能となる.こ の理由として,生活場所が作業場となることによる効率の大幅な向上
と,作業員の拘束時間の短縮が大きな鍵を握ることとなる.地区内の住民が地区内の集積所3～
5箇所程度を回るのにあま り時聞がかからない上,居住区域が発着点であることなどから,業者
委託 と比較 して走行距離も短く,燃料費の弁償,車 両維持や特殊車両(パ ッカー車)の ような高
額 な修理費用の補償等を見込まない等々,大幅なコス トの縮減が可能であることが判明した(註
10).
6)小括
一般廃棄物に関する諸施策については,家庭内の台所を預かる人物とのダイ レク トな意思疎通
が事業成否の鍵を握っている.本実験では,こ のキーマンに対 して 『監視 と評価結果の公表』 と
いう刺激を与え,ルール遵守(生 ごみや紙類の分別)に よって一応の成功を収めることができた.
また,地 区を担当する衛生委員への権限委譲によって地域問題を地域で解決できる能力が醸成
されつつあったことも大きな成功要因であった.
また,狭 隆な地域に事業を委託するからこそ,様 々な要因によって効率が大幅に向上すること
も明らかとなった.これは従来の都市型政策や管理手法に一石 を投じるものだと考える.従来,
集積利益のみが高効率 と考えられ,踏襲 されてきたが,今後はかつて 『分散の不利益』と呼ばれ
たような農村地域において高効率が実現される可能性が高まったことに他ならない.
以上か ら,農村地域において公共サービス事業の一部を効率的にこなす能力があ り,かつ適正
価格で受託することが可能であることが確認された.
註:1)行政事業の中でも,一般廃棄物処理における可燃物の減量については,市民の関心や理解,改善行動
による事業参加が最も強く作用する事業の一つである.横浜市や仙台市などでは市民理解度の向上の
ため,印象的なスローガンやキャラクターを作成し,目的達成のための工夫を施している事例が多数
一40一
農村地域の持続性確保のための公共における経営資源の再配分に関する研究
見られている.
2)評価については,集積所の利用について 『見た目」(整然と整理 して利用 しているか),『マナー」(き
ちん と分別がされているか),『におい』(生ごみ等の水分がなければ臭いは発生しない)の3項 目を 『良
い1点 』,『ふつう0点』,『悪い一1点 』として審査を依頼した.満点で3点,最 低で一3となるため,
マイナス評価 となれば地域全体の理解度が低いことが露見する.このため,地域内で様々な相互啓発
運動(分 別説明会や各種啓発会議)が 活発に展開された.
3)集積所の評価結果については,毎 月発行される広報誌の専用ページで公開したほか,全戸配布のごみ
集カレンダー(隔月発行)に よって公開を行なった.こ の公開によって地区内での集積所利用に関す
る情報共有が図られたため,一定の秩序が強化された.
4)廃棄物の処理及び清掃に関する法律第2条 の3及,第4条,6条 の2に規定
5)N町 が所在する人口規模20万 人程度を範囲とした広域行政事務組合が運営す る処理施設が毎年4
回無作為に抽出した可燃物袋内の組成を調査したもの.
6)環塊省では 「一般廃棄物会計基準」,「一般廃棄物処理有化の手引き」及び 「市町村における循環型
社会づ くりに向けた一般廃棄物処理システムの指針」を策定.平成17年5月 の廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第5条 の2第1項 に基づく廃棄物処理法の改正を受け,一般廃棄物の処理に関する事
業のコス ト分析手法や有料化の進め方,並 びに一般廃棄物の標準的な分別収集区分及び適正な循環的
利用や適正処分の考え方を示すこと等を目的として策定.環境章はこれらを各地方公共団体に普及す
ることで循環型社会の形成に向け3Rに 重点を置いた最適な リサイクル ・処理システムの構築を図っ
ていくこととしている.
7)目標値に関しては,可燃物の増嵩が目立った過去3年 度の可燃物排出量平均値3,173tを197t(約6%)
下回る値を設定している.平成15年度に大震災に見舞われていることから達成はかな り厳しい と見
られていたが,同 コンクール実行委員会はこの6%減 案を採択.委 員の一員であった衛生委員会代表
は,この内容を衛生委員会総会にて発表 し委員全員に各地区での分別徹底を厳命した.市民委員たちは,
震災発生時から各地区において裁量権の中で衛生面での統治を行なってきた経験を生かし,目標値の
クリアをもって 『震災からの復興』を町内全体に知らしめるとい う高い目的意識を共有 した と考えら
れる.
8)平成16年度にもN町 では震災復興のための廃棄物処理(震 災によって倒壊 した建築物を一般廃棄
物 として破砕 ・分別後に焼却処分する特例措置)を 行なっていたため,そ の予算分約4,500万円が別
途発生 しているが,今回の決算値には含んでいない.例年どお りの決算ベースで計算を行なっている.
9)平成16年度可燃物の実績に基づき,可燃物組成の水分量 と紙類の減量によって20%の減量に成功
したと仮定した場合,1日 当た りの排出数量が20,000kg(2t車10台による運搬)を 下回るため,
鋤 量収集回数1日当(k・)寄灘)聖 努慧 搬 欝 灘 銃
実 績2,961,95012024,683一
試 算2,369.56012019,74620,000程 度 で の実 施 が可 能 とな る.
10)積算 で は,パ ッカー 車 等 の 危 険 作 業 を 伴 う作業 員 に関 す る単 価 の 削 減,そ の拘 束 時 間(8時 間 な の
か1時 間単 位 な の か)×収 集 目数 とな るた め,一 見す る と小 さな差 異 が 通年 で は大 き な コ ス ト差 とな っ
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て現れた.また車両維持に関する各種弁償費用(燃料 ・オイル等々)に関しても大きなコスト要因と
なっている.
4.地 方 自治体 内にお ける事業 リス トラクチ ャリングによる資源の創 出
今井[2]が指摘するとおり,従来は閉ざされていた行政行為を市民に向けて多元的に開くこ
とによって,市民個々の能力に応 じた行政事業への理解と参加が可能となり,さ らにはその積み
重ねが行政事業の社会化を経て地域分権へと結実 してゆくこととなる.
しか し現在,行 政が指定管理制度によって外部化 している事例の多くは,権 限委譲による地域
社会の成熟 とい う部分を視野に入れておらず,市場主義的なコス ト縮減や,外 部化による行政機
能の縮小ばか りを論点としている.これでは,外部化 した行政事業が,コ ス トに追われるが故に
十分な本来機能を発揮できない可能性が高くなる.この観点から業務発注に際 しては,精度の高
い積算技術が必要であることは言 うまでもない.
本章では,行 政事業の中でも比較的外部化 した事例の多い施設管理業務に関 して,業務の統合
や簡素化による事業の再構築実験によって発生 した各種メリットや,市 内への還流額の推計値等
を提示 し,地域への資源再配分が十分に可能であることを確認する.
1)施設管理一元化(再構築)の 誕生背景
平成17年度にA市 が庁舎管理に関係する業務を整理した結果,13業務が存在 し,それぞれが
内容の専門性や小額契約を理由として,随意契約等によって更新されてお り,非効率的かつ,非
経済的な管理体制であることが判明した.マ ンパワー不足のため,予算と時間を著 しく消耗せざ
るを得ない状態が続いたため,根本的な打開策を次年度に向けて整備す る必要性に迫られていた.
以上のような業務環境を背景として実験はスター トした.まず,各設備の点検報告書を整理 し,
故障が発生しそうな個所の特定など,マイナス要因が潜んでいる場所を図面にプロットし,業務
の一環 として点検を日常業務に取 り入れた.いわゆる予防と経過観察である.こ の資料が完成す
ることによって,故 障個所発生 と同時に修理依頼が発注できるようになったため,時間と労力の
消耗は大幅に縮減が可能となった.次 に13業務について,作業内容毎に分解 し,共通する作業
を統合することで,受託事業者の定期点検時における現場までの出張時間や費用の短縮を図った.
一見 して単純なことだが,この一目で実施できる作業量への業務統合が実は発注者側 と受注者側
の双方に多大なメリットをもたらすのである.業務毎の作業時間,手 順,手 法等をデータ化 し,
更には業務遂行に必要な資格要件等を整理 した結果,従来の13業務を一括発注できるとの結論
に至った.
この業務 を入札に付した結果,発 注者側には年度あた り約180万円のコス ト差が発生 し,受
注者側には3年 間の継続契約 と効率的な人員投入によって安定した利益が獲得できる環境が整っ
た.
経費差については言うまでもなく競争原理が働いた結果ではあるが,一方では当該事業構築の
ための基礎資料収集の段階において,一 日にこなせる作業量への統廃合を行なった結果,積 算段
階でも大幅に整理できることを発見 していたため,あ る程度の確信を持って入札執行に臨むこと
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が可能で あった ことも成功要因の一つである.
2)発 注者 と受託者双方の メリッ ト
業務 の合理化前 のデー タと,第6表 一元発注によるコス ト削減効果(単 位:円)
事業醐 築を行った後のコス 受水槽清掃籍 平ll25論平11。議 目ll年鴨
ト比轍 第俵 にまとめた・ 暑醜 響 掃業務4 ,、1鵬3,,lllll▲今、1:llg
ua改正によって点検媚 雑 魏 設保守管理業務2耀11覇lll会1雑1
が増加した受水鯖 掃業務以 縢 簾 簿講 務ll糊11瀦 蟹:918
外はすべてマイナスに転 じて エレベーター 設備隼守管理委託61425053t600▲82・650
再十81663.6986,876000▲1,787.698
い る.これ は,従 来単一業務
の随意契約(更 新契約)を 廃止 し,さらに共通作業を統合し,複数年契約(3年 間)に よる仕事
の絶対量を増や し,競争原理を導入 したことに起因している.これによって落札価格は,実勢額
を用いた積算値へと近づいたため,適正なコストによる業務の発注が可能になったと考える.ま
た受託者側は,有 資格 ・多能工であらゆる作業に精通した従業員を継続的に現場へ投入すること
によって,複数の業務を多能工1人+軽 作業員1人 程度でこなすことが可能 となり,人件費面
での利益を増大させることが可能となったと考える.事実,当該業務中にもそのような場面が多
数見受けられている,
3)時間的 ・費用的コス ト差について
業務全体が効率化したことによるメリット以外にも,本実験では行政内部における事務面にお
いて,様 々なメリッ トが発生 している.例 えば契約 ・支払業務については,業 務改善前,王3業
務 ×12ヶ月で156枚の支払調書 と13枚の支出負担行為票,合計169枚の帳票作成 をしなけれ
ばならなかった.1枚の調書作成に要する時間を仮に10分程度 とすると,1,690分=28時間程
度を要 した外,各単契約に要する事務時間(仮に1件1時 間とすると)×13件で13時間となり,
実に年間41時間以上を当該業務の契約 と支払いのみに費やす計算となる.一 方,再構築 した場
合には1業 務×12ヵ月の支払調書 と1枚の支出負担行為票で計13枚,所要時間10分とすると
130分=約2時間.さ らに契約に要する事務時間(こ の場合指名委員会での説明,入 札執行まで
の諸業務も含め)5時間程度 と見込み合計7時 間程度の所要時間となる.以上か ら,単件発注と
比較 して年問約6分 の1の時間的コス トで終了することが可能 といえる.
これを費用的見た場合,職員一人の勤務時間を1,920時間(8時間×平均20日/H×12ヶ 月),
年問所得額を500万円と仮定 した場合,1時間あた りの単価は約2,604円となる.これを要した
時間へそれぞれ乗ずると,単件発注の場合には41時間なので106,764円/年,一元発注の場合
7時間を要するため18,228円/年となる.以上から年額88,536円/年のコス ト差が出現するこ
ととなる(第7表).し か しこれは業務のほんの一端を占めるに過ぎない.業 務を効率化 させる
前には,膨大な時間をかけた割に成果が上がりにくく,管理部門には2人 を配してもなお残業を
しなければ追いっかない時期も存在 した.し かし,再構築後には実質0.5人分での管理運営が可
能なまでに業務の完成度は高まっている.事実,平 成17年度には庶務 ・施設管理を併せて5人
配置 されていた職員は,平成18年度に3人体制へと再編されたが,業務に支障を来たすことは
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無 か っ た.ま た,第7表 業務の再構築による各種改善実績(推 計)
誉駿 難窮 聯 欝幣 翫 一 一 董奪碧籔
た よ う に,930万 ロla16941106,764210,000・eOO8・663,69818・770・462改
凹(b)13718,2280.521500,0006,876,0009,394,228
円 以 上 の コ ス ト差a-b1563488,5361.57,500,000L787,6989,376.234
が 発 生 し て い る こ
と が 見 て 取 れ る.単 純 な こ と の 積 み 重 ね が,実 は 大 き な 費 用 差 を 生 む こ と が 判 明 して い る.
4)事 業 の 性 質 別 費 用 割 合 と推 計 額
で は 次 に 発 注 額 が,受 注 者 に よ っ て ど の よ う に 使 用 さ れ,ど の 程 度 の 金 額 が 市 内 へ 還 流 が 可 能
で あ る か に つ い て 見 て み よ う.
① 各 業 務 に お け る 費 用 の 構 成 割 合 に つ い て
第8表 落 札 額 の 項 目別費 用 ・構 成 比一 覧(単 位 費 用:円t構 成 比:%)
囎 錨 牌 金額 比率 蕪 叩比率 金額口1比率 富 牌 小計
貯水槽清掃30,64211,1891619128017.811041.7670,900
重油タンク14,22574560729550.B43765、687,720
宿日直業務2,580,96961740964.6斗1203134.48961,763・70・OOO
清掃業務686,7390116.189656B93243905029,61,72.480
冷暖房保守173,83743.443フ13783003751477,749,000
自動扉保守109,561.035329623.498.47t5.83,70.ODO
消防施設維持60,9758332079887.9157815.a17,604,400
エレベ 一ーター-183,03034.4310880235044.243.87268B,731,600
合計3,839,326-31370-1,0165-5068-1,145,7-6,76,000
目 成比率55.85-4.-1478-8.1-16-00.00
この構成一覧表(第8表)に よって,本 業務における実質的 な費用 の内訳(構 成額)の 特定が
可能 とな った.業 務における人件費 と移動費,っ ま り雇用者 に直接支払われ る費用は,業 務全体
の60%を 占めてい る ことが表か ら読み取れ る.ま た,資 格 を要 さない警備,清 掃 業務 等,年 間
に執行 すべ き業務回数が多い業務 に関 しては人件 費率 が高 くな っているほか,清 掃業務 のよ うに
人 が手 をかけ る回数は多い ものの,ワ ックス等の部材 を多用す るものに関 しては消耗 品費諸費 が
増加す る傾 向にあ る.以 上の よ うな作業特性に起 因す る業務費用の傾 向は,次 回の事業再構築時
の参考 データ として利用 が可能 とな る.
②発注金額 に 占め る市内還流額 の特定につ いて
当該 業務において専従者 を要 している項 目は警備(宿 日直)業 務 と清掃業務であった.こ の う
ち警備 業務につ いては,2名採用 の うち1名,清 掃業務に関 しては1名 が市内か ら採用 されてい る,
受 注業者 が専従 者へ支払った額 については右表 のとお りであ る.更 に8ヶ 月分 しかない清掃業務
における給 与支払 を12ヶ 月に再計算(推 計)し た結果,当 該2業 務 にお ける給与支払い総額 は,
落札金 額の約51%に あたる3,511,113円で あるこ とが明 らか となった(第9表).雇 用者 に対 し
て実際似支払 われ た金額 との差 についてま とめた ものが左 表で あ り差額は▲99,825円とな って
い る(第10表).こ の うち宿 日直業務に発 生 した不足 分約24万 円に関 して受託者 にヒア リング
を行 った ところ,想 定範囲外 の残業手当(事 業課による深夜残業や早朝 出勤等に よ り施錠 ができ
ない時 間分)と のこ とであった.
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以上か ら当事業受注のた 第9表 受託業者の人件費支払額(推計年額)
めに採用 され た市民 に対 区分 支払金額 摘要
しては適 正額敲 払わ 宿職 務 搬 接購;騰ll翻 聯 員
清掃業務C市 内採用者521,123Hf9、1月 ～12月の推計額れ
,更 に 事業構 築時 に積 算 口言3 ,511,113_
した 内容 は,実 支給額 に非
常 に近 い もの であ った こ とが判 明 した・ この他 ・ 第10表 積算値と落札値の差額
翻 こ腰 な原塑 等にかかる翻 は,事業全体 囎
積難 爵11難奮一 鞭
で100万 円 程 度 が 見 込 ま れ る こ と か ら,人 件 費 分 宿 日直 業 務2 ,754,2882,989,990▲235,702
の35・万円と合わせ約45・万隈 度,藩L金 額の 清蕪 務3砦1:lll3,ll{:{ll▲111:lll
650/。以上を市内に還流 させ ることが可能であるこ
とが判明 している.
③必要となる体制整備について
落札によって発生する新規従業者の募集に関して受注者にヒアリングを行なったところ,交通
費の関係上,市 内から採用 したかったが,募集が間に合わなかったとのことであった,今 後は発
注に際 して,市 内採用を多 くするような募集期間の設定,ま たは,各市民センターでの人材バン
ク,求人実態を正確に把握できるような体制整備を急ぐ一方,業 務執行に必要な原材料を市内か
ら廉価で調達可能となるよう,商店会との仕組み作 り等を模索する必要性がある.
例 えば,市 内公共施設の清掃業務に使用するワックスを製品指定 し,行政が市内商店会を通 じ
て大量仕入れを行ない,受託者へ現物支給する(も ちろんこの場合は当該経費を積算値から除外
す る)等,地 域経済へ直接的な刺激を与えられるような仕組みについても再構築が必要であるこ
とが判明した.
以上は,市民管理型事業へ移行する前段階として,行 政事業の簡素化 と適正コス トを求める目
的で実施したものであるが,副 次的に市内への還流金額等も特定できたため,施 設管理型事業に
おける一つのモデル となり得るものである,この結果によって,管理者側(行 政側)の 人件費の
減額(930万円),入札による事業費の減額(180万円),市内還流額(450万円)の 合計1,560
万 円の資源の存在を確認することができた.事業の一部統廃合を行なうだけで,こ のような資源
が発生することから,今後に大きな期待が持てる結果となった。
5.お わ りに
本稿の目的は,農村社会の継続性を獲得するため,定 常的に消費されている公共資源の中の一
部を住民による地域団体が権能 とともに受託 し,自らの住空間 ・生活空間である同地域を恒久的
に自ら経営することが可能 となる諸条件についての基礎研究を行なったものである.2つの実験
結果の整理から,様々な用途で定常的に消費されていた資源が形 となって現れたことから,これ
らを地域で再配分できる可能性が確実に高まっている.
例えばA市 に限ったとしても,平成18年度決算値で施設の維持管理やごみの処分に関する費
用部門である投資的経費が30億円程度存在 している.これを事業の再構築によって仮に5%減
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額できたとしても1億5千 万円の資源が出現す る.これを地域運営事業の原資とした場合,年
収100万円程度の所得であれば150人の雇用が,300万円の年収であっても50人の雇用が可能
となる.居住する地域内で社会貢献に資する事業に携わ りながら,所得を得るなどは,ま さに生
活産業 と呼ぶにふさわしい.こ のような地域社会では資源が常に循環 しているため,お金がかか
らない地域経営が可能になると考える.よって今後,行 政側に必要 とされるのは,ア ウ トソーシ
ングする事業をただ単に委託業務化するのではなく,『市民による社会管理型事業』へと発展 し,
それにつながるような要素を埋め込みながら,事業の再構築を行ない,徐 々にその濃度を高め,
資源循環の円を閉じるよう努力する姿勢である,
「民主主義の概念は,事 実民衆をあまり信用 していない」 とJFケネディが 『勇気ある人々』
の中で述べているように,従来の行政システムと,それを補完 しようとする指針には,民 衆の英
知を原動力に据えた,本質的事業改善について触れられたものは見受けられない.あ るのは事業
費用の不足を費用負担増(有 料化)で求めようとする態度ばかりである.
コス トの明確化や,その費用を市民に理解 してもらうことは確かに必要だが,それ以前に従来
的事業形態,い わゆるナショナル ミニマム的な画一的手法が本当にスケールメリットを生み出し
ているのか,本 当にその方法が機能的であるか,踏襲 してよいものかについての検証が必要であ
る.
また,公 権力を地域のサイズに適合するよう分節 し,あるときは市民の英知を称えながら,あ
るときは経済的インセンティブを刺激 しながら市民相互が利他的行動によって,相互に扶助 しあ
い,監 視 しあいながら,地域の最大利益へとカを結集できるような方法の研究が一層のこと必要
であると考える.
市民の英知をマネジメントしながら,多様に分化 し,進化 してゆく地域経営の管理者へと行政
もまた自己進化 を迫られでいる時代である.であるが故,従来の概念から離脱し,前述のような
理念のもとに様々な再構築への挑戦によるデータの蓄積とその共有が必要なのであると考える.
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